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Ⅰ 総論 

 

１ 趣旨・目的 

   次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」という。）は、次世代の社会を担う子ど

もが健やかに生まれ、育成される社会環境の整備を図ることを目的として平成 15 年に

成立し、平成 17 年から 10 年間をかけて取り組まれてきました。平成 26 年には「改正

次世代育成対策推進法（以下「改正次世代法」という。）」が成立し、取り組み期間が平

成 37年まで 10年間延長されることが決まりました。その中で、全従業員の仕事と家庭

の両立を図るために各事業主に行動計画を策定することが義務付けられました。 

  また、平成 27年には、女性がその個性と能力を十分に発揮し、職業生活において活躍

することを通じて、豊かで活力ある社会の実現を目指す、「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）」が制定され、事業主に女性活躍

推進に対する行動計画を策定することが義務付けられました。 

  この二つは密接に関わる部分があるため、会津若松地方広域市町村圏整備組合管理者、

会津若松地方広域市町村圏整備組合消防長は、改正次世代法に基づく特定事業主行動計画

と女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を合わせた特定事業主行動計画を策定し、

『仕事と家庭の両立』、『女性の活躍推進』の両方を充実させ、本組合で働く職員１人ひと

りがその能力を最大限に発揮でき、家庭生活や社会生活も充実して気持ちよく働くことが

できる環境を整備することを目指してきました。 

  今般、令和６年５月に次世代法の有効期間が再度、令和 17 年３月 31 日まで延長され

たこと、また令和７年６月に女性活躍推進法が令和 18 年３月 31 日まで延長されたこと

に伴い、計画期間が満了する特定事業主行動計画について、新たな計画を策定し次世代法

及び女性活躍推進法の両法律に基づく一体化した計画として位置づけ、仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）と女性の職業活動における活躍を実現できる職場づくりを

さらに推進していきます。 

 

２ 計画期間 

  平成 29年度から令和３年度までの５年間を計画期間とし、令和３年度には検証を行い、

引き続き４年間の期間延長を行いました。 

  今回、令和８年度から令和 12年度までの５年間を計画期間とし、取組を進めていきま

す。 

  また、計画の最終年度である令和 12年度には、検証・見直しを行った上で、引き続き

５年間計画期間を延長することとします。 
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３ 計画の推進に向けた体制 

  この計画は女性の活躍推進に限らず、職員一人ひとりの活躍を目標としているため、各

個人の取組が重要ではありますが、組織全体として計画を推進していくために、事務局総

務課及び消防本部総務課において、本計画に基づく取組状況、数値目標の達成状況等を定

期的に評価し、協議してきました。 

  新たな計画策定後も、継続して評価や協議等を実施していくこととします。 

 

 

Ⅱ 職員の現状と目標値の達成度合い 

 

  前計画の中で、その達成状況を客観的に判断するために定量的な指標として目標を定め

ており、その結果は以下のとおりです。 

 

＜次世代法にかかる項目＞ 

 

（１）常態的な時間外勤務は、子育てを含む家庭生活や社会生活の充実に影響があること

から、所属長が中心となり、定時退庁日の徹底、仕事の進め方や業務分担の見直しな

ど時間外勤務に対する意識改革を推進することにより、時間外勤務について、令和７

年度末までに平成 27年度比で 20％削減を目標としました。 

 

職員一人あたりの月平均時間外勤務時間             （単位：時間） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 7.0 13.0 10.7 9.2 10.2 

消防本部 7.7 8.3 8.3 6.5 7.5 

 

（２）配偶者出産休暇及び育児参加休暇について、取得率 100％を目標としました。 

 

男性職員における配偶者出産休暇の取得状況            （単位：％） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 100.0 － 100.0 0.0 100.0 

消防本部 100.0 77.5 86.4 75.0 84.2 

※令和３年度において、事務局職員で配偶者が出産した男性職員なし。 

 

男性職員における育児参加休暇の取得状況             （単位：％） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 100.0 － 100.0 0.0 0.0 

消防本部 100.0 37.5 50.0 81.2 94.7 

※令和３年度において、事務局職員で配偶者が出産した男性職員なし。 
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（３）育児休業取得について、女性職員は 100％取得している状況にあったことか

ら、引き続き取得しやすい環境整備に取り組むこととし、男性職員については、 

  事務局及び消防本部においてそれぞれ年度内に２人以上の取得を目標としまし

た。 

 

男性職員における育児休業取得状況                （単位：人） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 2 － 0 0 0 

消防本部 2 1 0 2 1 

※令和３年度において、事務局職員で配偶者が出産した男性職員なし。 

 

 

（４）平均年休取得日数について、職員間に差があるため、個々の職員の年次有給休

暇等の取得状況を定期的に把握し、取得日数の少ない職員について年次休暇の取

得を促すこととし、年間 20日の取得を目標としました。 

 

職員一人あたりの年平均年休取得日数               （単位：日） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 20.0 16.3 16.3 15.6 17.1 

消防本部 20.0 19.8 20.3 21.5 21.3 
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＜女性活躍推進法にかかる項目＞ 

 

職員に占める女性職員の割合について、平成 28年度において事務局においては 7.4％、

消防においては 2.1％であったことに対し、令和７年度までの目標は、事務局で 10％、消

防で 4％としました。 

女性職員の割合を増やすために、まず、職員採用試験での女性の受験者の増加を目指し

ました。特に消防においての女性の受験者が極端に少ないため、女性職員が働きやすい職

場環境であることをアピールしていき、令和７年度までに女性受験者を事務局で 45%、消

防で 10%まで引き上げることを目標としました。 

さらに女性の採用割合については、令和７年度までに事務局で 10%、消防で 4%を目標

とし、意欲や能力のある女性職員の人材の確保に取り組みました。 

 

職員に占める女性職員の割合                   （単位：％） 

区分 目標 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

事務局 10.0 13.5 13.2 15.4 15.8 

消防本部 4.0 2.1 2.1 2.4 2.8 

 

職員採用における女性職員の人数                （単位：人） 

区分 目標 

（令和４年度~令和７年度） 
令和４年度~令和６年度 

事務局 1 1 

消防本部 3 2 

※ 令和３年度において、事務局職員で職員採用試験実施なし。 

 

職員採用試験の受験者における女性の割合             （単位：％） 

区分 目標 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

事務局 45.0 － 69.2 41.7 50.0 

消防本部 10.0 12.1 3.7 9.1 8.7 

※ 令和３年度において、事務局職員で職員採用試験実施なし。 
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Ⅲ 今後の行動計画の目標と具体的な取り組み 

現状を踏まえたうえで、以下のとおり計画期間中の数値目標を設定します。 

 

１ 次世代法にかかる目標 

 

  時間外勤務時間 

（事務局） 月平均１０．０時間 

（消防本部）月平均 ７．７時間 

  配偶者出産休暇・育児参加休暇取得率 １００% 

  男性の育児休業取得者 ８５％ 
 
 
 

◇ 時間外勤務について 

常態的な時間外勤務は、職員の子育てを含む家庭生活や社会生活に大きな影響

を及ぼします。所属長が中心となり、定時退庁日の徹底、仕事の進め方や業務分

担の見直しなど時間外勤務に対するさらなる意識の向上を図ります。事務局にお

いては、令和７年度までに達成できなかった削減目標を見直し、現状に合わせた

目標を設定します。消防本部においては令和６年度までに目標を達成できた現状

から、令和７年度の目標を引継ぎ、継続して時間外勤務の適正化に努めます。 

    

◇ 配偶者出産休暇及び育児参加休暇について 

取得する男性職員が年々増加している状況にあるものの、未だ取得していない

職員がいるため、子どもが誕生する男性職員には、パンフレットを配布し、担当

職員が個別に制度の説明をした上で意向を確認し、所属長と業務の調整等を行う

など取得しやすい環境づくりをし、引き続き取得率 100%を目指します。 

◇ 育児休業について 

女性職員は 100％取得している状況であることから、引き続き取得しやすい環

境整備に取り組みます。 

男性職員では、制度自体に対する認識不足等もある状況から、育児休業、部分

休業等の制度について職員への周知徹底を図ります。また、長期の育児休業の取

得に抵抗のある職員には、２週間や１ヶ月単位での取得を促します。目標として

は、事務局・消防本部ともに年度内に新たに育児休業取得対象者となった職員に

対し、85％の取得を目指します。 

◇ 出産、育児にかかる各種制度について 

全職員にイントラネットなどで再度周知し、女性職員だけでなく男性職員も制

度の活用を促進するとともに、対象職員の休暇等の取得により特定の職員にだけ

負担がいかないよう仕事の割り振りなどを考慮し、業務分担の見直しを図ります。 

また、妊娠・出産等の申出時及び子が３歳になる前の適正な時期に、対象の職員

に個別に情報提供を行い、意向を確認し、仕事と育児の両立のため各種制度の利

用を促進します。 

◇ 年次有給休暇について 

取得日数について職員間に差があるため、個々の職員の年次休暇等の取得状況

を定期的に把握し、取得日数の少ない職員について年次休暇の取得を促します。 
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【年度ごとの目標】 

 

年

度 

時間外勤務の平均時間 

(ｈ) 

配偶者出産休暇 

・育児参加休暇 

取得割合(％) 

男性育休取得割合 

(％) 

平均年休取得日数 

(日) 

事務局 消防 事務局 消防 事務局 消防 事務局 消防 

R8 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R9 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R10 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R11 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R12 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R13 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R14 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R15 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R16 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

R17 10.0 7.7 100 100 85 85 20 20 

 

※  令和 12 年度に計画の検証・見直しを実施予定 
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職員採用試験での女性職員の割合 

（事務局）全受験生のうち４５％ 

（消防本部）全受験生のうち１０％ 

職員に占める女性職員の割合 

（事務局）全職員のうち１５％ 

（消防本部）全職員のうち５％ 

 

◇ 女性職員数の引き上げについて 

令和７年４月１日現在の事務局職員に占める女性職員の割合は 15.8%、消防職員の

占める女性職員の割合は 2.8%となっています。年々割合は伸びていますが、事務局に

おいては目標を達成できた一方、消防本部においては目標の達成までには至りません

でした。 

職員採用試験の女性受験者の割合については、令和６年度において、事務局で

50.0％、消防本部で 8.7％であり、事務局においては目標を達成したものの、消防本部

においては目標に達しませんでした。  

    今後は、事務局においては、継続的に意欲と能力のある女性の採用に努めるととも

に、知識や経験を蓄積した女性職員の出産・育児等による中途退職を防ぐため、職場の

環境整備をより一層推進します。 

消防本部においては、総務省消防庁の掲げる目標において令和８年度の女性消防職

員の割合を 5％としていることから、当組合における目標も段階的に引上げ、計画の最

終年度である令和 17 年度には 5％とします。また、意欲と能力のある女性の積極的な

採用に努めるとともに、女性消防職員が仕事と生活を両立しながら生き生きと職務に

従事できる職場づくりをさらに推進します。 

 

 

◇ 女性職員の登用について 

女性の幹部職員がいない状況でありますが、係長等の管理監督職への登用を進め、研

修等により幹部職員に求められる行政管理能力や施策形成能力の開発を図り、適材適

所の配置を目標にします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 女性活躍推進法にかかる目標

 



8 

 

 

【年度ごとの目標】 

 

年度 
女性職員の割合 

(％) 

採用女性職員の人数 

(人) 

受験者の女性割合 

(％) 

事務局 消防 事務局 消防 事務局 消防 

R8 15.0 3.1 

1 人 

1 人 45.0 10.0 

R9 15.0 3.4     1 人 45.0 10.0 

R10 15.0 3.8 1 人 45.0 10.0 

R11 15.0 4.1 1 人 45.0 10.0 

R12 15.0 4.4 

1 人 

45.0 10.0 

R13 15.0 4.4 

1 人 

45.0 10.0 

R14 15.0 4.8 

1 人 

45.0 10.0 

R15 15.0 4.8 45.0 10.0 

R16 15.0 5.0 

1 人 

45.0 10.0 

R17 15.0 5.0 45.0 10.0 

※  令和 12 年度に計画の検証・見直しを実施予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


